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第４期岐阜県外国人材活躍・多文化共生推進基本方針 
（概要版） 

 

１ 県内における在住外国人の状況 

○ 外国人県民数は増加傾向。 

○ フィリピン、ブラジル、ベトナム、中国の上位４か国で全体の約８０％。 

 ○ 全国と比較して、技能実習生や定住者の割合が高い。 

〇 特に、ベトナム人技能実習生の受け入れが急拡大。 

 ○ 公立小中学校の外国人児童生徒数、日本語指導が必要な児童生徒数が増加傾向。 

（総数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［ 法務省「在留外国人統計」] 

 

２ 社会情勢の変化 

（１）新型コロナウイルス感染症の感染拡大 

〇 人口比率からみて、外国人県民の感染割合は高水準。 

〇 ひとたび感染が発生すると、クラスター化しやすい傾向。 

（２）在留資格「特定技能」の創設 

〇 少子高齢化の進展に伴う生産年齢人口の減少により、労働力不足が懸念。 

〇 外国人材の受入れは避けては通れない状況。 

〇 こうした中、平成３１年４月、新たな在留資格「特定技能」が創設。 

フィリピン 中国 

ベトナム 
韓国・朝鮮 

57,570 

45,024 

60,206 
58,412 

ブラジル 
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３ 基本目標と施策の方向性 

（基本目標） 

県内の在住外国人を地域社会を構成する「外国人県民」として認識し、県民

がお互いの文化や考え方を尊重しながら、円滑にコミュニケーションを図るこ

とにより、「すべての県民が働きやすく、暮らしやすい地域社会（多文化共生社

会）」の実現を目指す。 

（施策の方向性） 

（１）地域における円滑なコミュニケーションづくり 

新型コロナ対応で判明した外国人県民の情報収集経路の複雑性や文化・言語の

壁を踏まえ、相互理解に繋がる外国人県民への情報伝達やコミュニケーションづ

くりに取り組みます。 

（多様な情報伝達チャネルの確保） 

・ 外国人県民コミュニティと行政との連携強化などの推進 

・ 外国人雇用企業との更なるネットワークづくりの推進 

・ 名古屋出入国在留管理局や領事館との連携の推進 など 

（相談体制・行政窓口・情報提供の充実） 

・ 「岐阜県在住外国人相談センター」の周知 

・ 行政窓口における「やさしい日本語」の普及促進 

・ 行政窓口へのＡＩ翻訳機導入など、ＤＸを活用した取組みの推進 など 

（地域における日本語教育の充実） 

・ 地域日本語教室で活躍できる人材確保の推進 

・ 市町村における地域日本語教室の開設や運営の支援 

・ 若い世代の新たな日本語教育人材の確保推進 など 

（多文化共生の意識醸成） 

・ 外国人県民の地域社会への参画や交流機会の創出の促進 

・ 児童生徒に対する多文化共生の意識啓発 など 
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（２）外国人材が活躍できる環境づくり 

人口減少社会における人材確保を進めていくため、就労と生活支援の両面か

ら外国人材が活躍できる環境づくりに取り組みます。 

（外国人材受入企業に対する支援の充実） 

・ 「外国人雇用企業相談窓口」と専門分野の相談窓口が連携した「プッシ

ュ型」相談支援の推進 

・ 本県の働きやすさ・暮らしやすさをＷＥＢ等を活用して発信 

・ 外国人材の受入れに対する企業の理解を深める取組みの推進 など 

（外国人材に対する県内企業への就労促進） 

・ 留学生と県内企業とのインターンシップや合同企業説明会の開催 

・ 留学生などに向けたＷＥＢを活用した企業情報の提供 など 

（外国人材が安心して暮らしていくためのサポート） 

・ 「岐阜県在住外国人相談センター」の周知【再掲】 

・ 緊急安全確保や避難指示等の情報をＳＮＳで多言語発信 など 

 

 

（３）子どもの教育環境づくり 

 日本語指導が必要な外国人児童生徒が増加する中、学校生活に適応できる就

学環境整備や社会で自立していくための支援に取り組みます。 

（子どもの就学環境の整備） 

・ 外国人児童生徒が学校生活に適応できるよう初期指導教室等の開設支援 

・ 外国人児童生徒適応指導員や日本語指導を行う教員等の配置 など 

（キャリア教育の充実） 

・ 将来の具体的なビジョンを描けるような講座や職業体験の実施 

・ 日本の教育制度等を保護者が理解するための講座の開催 など  
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（４）安全・安心に暮らせる環境づくり 

 激甚化する気象災害への対応や、コロナ禍においても安心して医療機関を受

診できる体制づくり、子育てしやすい環境づくりなど、安全・安心に暮らせる環

境づくりに取り組みます。 

（災害時における支援体制の整備） 

・ 外国人防災リーダー等による専門的・効果的な防災啓発講座の開催 

・ 「災害情報の多言語自動発信システム」の市町村における活用の促進 

・ 緊急安全確保や避難指示等の情報をＳＮＳで多言語発信【再掲】など 

（医療体制の充実など生活における安全・安心の確保） 

・ 外国人学校やコミュニティごとのかかりつけ医の設置促進 

・ 医療通訳の雇用や医療通訳サービスの導入を図る医療機関への支援 

・ 子育て世代に必要な情報の多言語での提供 

・ 警察署における外国人県民が相談しやすい体制強化 など  

 

 


